
1 
 

 

  
 

各  位 

平成 29年２月１日 
会 社 名 株式会社ファインデックス 
代表者名 代表取締役社長 相原 輝夫 
 （ コード番号：3649 ） 
問合せ先 取締役管理部長 藤田  篤 
 （ TEL．089-947-3388 ） 

 

連結子会社設立に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり新たに連結子会社を設立することを決議いたしましたのでお

知らせいたします。 

 

１．設立の目的 

 当社は、事業のさらなる拡大と強化を目的とし、下記のとおり当社 53.8％出資による子会社を設立することを決

議いたしました。 

 当子会社は、事業戦略及びデータサイエンス領域におけるコンサルティング業務を強みとする株式会社イーグルマ

トリックス（以下、「イーグルマトリックス」といいます。）と共同で設立され、医療戦略及び AI 技術を活用した医

療データ分析、データヘルスに関する業務を独立させた、コンサルティングの専門企業であります。 

 イーグルマトリックスは、英国マンチェスターにおいて、大学や医療機関及び企業と協業し、医療 ICTを活用した

新規ヘルスケアサービスの立ち上げに取り組むなど、海外での様々な実績を有しております。また国内においても、

自治体と協業して医療関連データの分析等を行ったり、地域住民の健康トレンドを可視化し、様々な統計手法を活用

して因果関係を分析したりすることで効果的な医療・福祉政策や介入の開発を行うなど、当該分野において、幅広く

貢献しています。 

 当子会社にはイーグルマトリックスから、海外政府機関や学術機関とのネットワークを保有し、国内外の企業や公

共団体における経営等の戦略設計、医療 ICTシステム設計及びプロジェクトマネジメントを得意とした経験豊富なス

タッフが参加します。 

 当子会社事業は、当社の医療システムコンサルタント、大規模医療機関ネットワーク、診療データマネジメントソ

リューション等と強力な互恵関係の構築が可能であり、最大限のシナジー効果を両社にもたらすことから各々の事業

拡大に貢献するものと考えております。 

 

２．設立する連結子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社イーグルマトリックスコンサルティング 

（２） 所 在 地 東京都港区浜松町 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 伊達 仁人 

（４） 事 業 内 容 医療コンサルティング、医療システムコンサルティング 

（５） 資 本 金 5百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成29年２月14日 

（７） 純 資 産 9百万円 

（８） 総 資 産 9百万円 

（９） 大株主及び持株比率 

当社 53.8％ 

株式会社イーグルマトリックス 43.6％ 

株式会社イーグルマトリックスコンサルティング役員及び従業員 2.6％ 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 当該子会社は、当社53.8％出資により設立されます。 

人 的 関 係 当社の代表取締役が社外取締役を兼任する予定であります。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 

当該会社は当社の連結子会社にあたりますので、関連当事者

に該当します。 

（11） その他 

当社は本日の取締役会において、当子会社に対して、今後必要に応じて社債の

引き受けにより総額100百万円を限度として資金提供を行うことを決議してお

ります。 
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３．共同出資相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社イーグルマトリックス 

（２） 所 在 地 東京都千代田区 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 伊達 仁人 

（４） 事 業 内 容 コンサルティング、システムコンサルティング 

（５） 資 本 金 25百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成12年７月14日 

（７） 純 資 産 公表されておりませんので、記載を省略しております。 

（８） 総 資 産 公表されておりませんので、記載を省略しております。 

（９） 大株主及び持株比率 公表されておりませんので、記載を省略しております。 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成29年２月１日 

（２） 設 立 予 定 日 平成29年２月14日 

（３） 事 業 開 始 予 定 日 平成29年２月14日 

 

５．今後の見通し 

業績に与える影響は精査中であります。今後開示すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


